
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 3年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人サービスグラント

1 事業の成果

東京 。関西の両地域を中心に、NPO法 人・地域団体等を支援するプロボノプロジェク トを運営した。

自主事業および企業・行政との協働を通じてチーム型のプロボノ支援を積極的に推進するとともに、社

会参加のためのオンラインプラットフォーム「GRANT」 の運営にも注力した。プロボノワーカー登録者数

は 7,000人を超え、年間で約 220件のプロボノプロジェク トを実現 した。また、企業の人材育成を目的

としたプログラムの運営や、都市圏のプロボノ参加者が地方の非営利組織を支援する「ふるさとプロボ

ノ」など、多面的なプログラム展開を通じて、幅広い社会人の参加機会創出に取り組んだ。さらなるプ

ロボノの取 り組みの推進に向け、プロボノプロジェク トのコーディネー ト人材研修の実施や、大学との

協働調査を通じたプロボノの効果検証や調査結果の発信にも積極的に取 り組んでいる。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【147,763】 千円)

定款
さ
事

に記載
れた
業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

支盃
対象者
人数

事業費
(千 円)

(1)サ ー ビス

グラン トの提

供 を 通 じ た

NPO等 支援事

業

ウェブサイ ト・印刷物・事

業計画立案・プログラム運

営マニュアル等のプロボ

ノプログラムを提供 し、

NPO等の基盤強化を支援

した。

令和 3年

10月 1日

令和 4年

9月 30日

東京都 と

周辺地域

大阪府 と

周辺地域

32名

①NPO法

人等

②プロボ

ノワーカ

③その他

提供され

た成果物

を手にす

る一般市

民  。 NPO

等

①約 120
団体
②約 650
名
③多数

7,589

(2)企業・行政

等 との連携 に

よるプロボノ

プログラムの

運営事業

企業社員によるプロボノ

プロジェク ト、行政と連携

した地域活動支援のため

のプロボノプロジェク ト

等を通じて、幅広い NPO・

社会人にプロボノヘの参

加機会を創出した。

令和 3年

10月 1日

令和 4年

9月 30日

青森県

東京都

大阪府

横浜市

等

32名

①NPO法

人等

②プロボ

ノワーーカ

③ そ の

他、提供

①約 100
団体
②約 500
名
③多数

139,885



された成

果物を手

にする一

般市民・

NPO等

(3)プ ロボ ノ

プログラムの

運営を担 う人

材育成事業

ボランティア・プロボノ支

援に係わる全国の中間支

援組織や地方公共団体向

けに、プロジェク トコーデ

ィネー ト研修やワークシ

ョップの実施などに取 り

組んだ。

令和 4

年 1月 28

日

令和 4年

9月 30日

東京都 5名

全国の中

間支援組

織 。地方

公共団体

約 30団
体

228

(4)プ ロボ ノ

の 普 及 ・ 広

報 。社会的制

度化に関す る

事業

大学 との協働調査を通 じ

たプロボノの効果検証や

プロボノワーカーのイン

タビュー記事の発信、講

演。イベン トヘの出講など

を通 じて情報発信に取 り

組んだ。

令和 3年

10月 1日

令和 4年

9月 30日

32名

ウェブサ

イ トを閲

覧す る一

般市民・

NPO等

多数 61

(5)そ の他 目
的を達成す る
ために必要な
事業

特になし

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)

載記
た
名

に
れ
業

款
さ
事

疋
事業内容 日時 場所

従事者
人数

事業費
(千 円)

な し



書式第 13号 (法第 28条関係 )

事業報告用

令和3年度 活動計算書 (その他事業が上登場合)

令和3年 10月 1日 から令和4年 9月 30日 まで ―ビス ン

単位 :円
小計 ・ 合計

82,000

82.000

687,565

687,565

0

188,075,448

2,175,581

2,059,245

192,310,274

【A

経

５

　

常

受取利息

収 益 計

948

948

193,080,787

80,692,541

12,613,105

93,305,646

409,592

1,524,219

10,088

1,976,801

1,607,623

183,437

83,622

1,369,392

384,528

1,088,022

82,734

10,850,260

807,970

4,836

66,891

34,009,805

54,459,820

147,765,466

5,888,800

779,700

6,668,500

1

(2)そ

(2)

(1)人件費

給料手当

(1)人件費

給料手当

印刷製本費

会議費

交際費

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

水道光熱費

地代家賃

賃借料

減価償却費

保険料

租税公課

支払手数料

新聞図書費

貸倒引当金繰入額

外注費

福利厚生費

印刷製本費

会議費

交際費

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

水道光熱費

地代家賃

賃借料

減価償却費

保険料

諸会費

租税公課

研修費

支払手数料

新聞図書費

支払報酬料

外注費

235,644

25,560

16,680

11,218

254,121

476,237

158,571

221,659

4,987,343

535,560

443,190

5,573

60,000

42,260

374,035

1,385,143

10,602

1,526,250

40,400

10,810,046

17,478,546

165,244,012

当 1
A B 27.836,775

570,000

経 常 外 収 益 計

【C】

570,000

当 期 経 常 外 増 減 1 C D 570,000

28,406,775

4,366.400

75,018,438

法人税、住民税及

正

99,058,813

常  収  益

プロボノの普及・広報・

B】 常  費  用

用  計

常 外 収 益

香  用  計



法人名 :特定非営利活動法人サービスグラン ト

貸Ё�里圭
2022年 9月 30日 現在

(単位 :円 )

科 目 金額

1資産の部

1.流動資産

現金預金

未収金

貸倒引当金

前渡金

立替金

前払費用

流動資産合計

2.固 定資産

(1)無 形固定資産

ソフ トウェア

無形固定資産計

(2)投 資その他の資産

差入保証金

投資その他の資産計

固定資産合計

資産合計

‖負債の部

1.流動負債

買掛金

未払金

未払費用

未払法人税等

未払消費税等

前受金

預 り金

流動負債合計

2.固 定負債

固定負債合計

負債合計

|‖ 正味財産の部

前期繰越正味財産額

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び止味財産合計

101,695,017

33,476,113

△ 208,890

239,800

89,145

20,389

472,500

472,500

2,063,800

2,063,800

1,168,815

5,141,195

225,054

4,366,400

3,668,800

23,148,400

1,070,397

135,311,574

2,536,300

38,789,061

75,018,438

24,040,375

137,847,874

38,789,061

99,058,813

137,847,874



16 28

令和 3年度 計算書類の注記

特定非営利活動法人

事業報告用

サービスグラント

1.重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 NPO法 人会計基準協議会)

によっています。
(1'固定資産の減価償却の方法

無形固定資産は、法人税法の規定に基づいて定額法で償却をしています。

(2'引 当金の計上基準
貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について法人税法の規定による法定繰入率により計上していますで

(3)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込経理方式によつています。

2.事業別損益の状況

3.固 定資産の増減内訳

4.役員及びその近親者 との取引の内容

役員及びその近親者 との取引は以下の通 りです.

科 目

サーヒ
｀
スク

゛
ラント′)多是

供を通 じたNP0

等支援事業

企業・行政等 と
の連携によるフ

°

ロホ
゛
ソフ
・ロク

゛
ラムの

運営事業

フ
°
ロホ

ヾ
ソフ
・ロク

ヾ
ラム

の運営を担 う人

材育成事業

フ
・ロホ

゛
ノの普及・

広報・社会的制
度化に関する事

業

事業部門計 管理部門 合 計

188,075,448 2,175,581 2,059,245

82,000
687,565

0

192,310,274
0 948

82,000
687,565

0

192,310,274
948

2.175.581 2.059. 193.079. 948 193.080.787769,565 188,075,44

748,403

99,091

79,743,126

12,487,399

201,012
26.615

80,692,541
12,613,105

5,888,800
779,700

86,581,341

13,392,805

847.494 92.230.525 227.627 93.305,646 6,668,500 99,974,146

302,025
4,836

5,884,909

6,650

409,012

1,516,219
10,088

1,929,960

1,483,323
67,409
83,622

1,369,392

10,848,700

499,515

28,092,096

66,891
818,022

1,232 20,748

1,560

6,430

32,800

66,891

1,088,022
0

409,592
1,524,219

10,088

10,850,260
0

807,970

4,836
34,009,805

443,190

235,644
25,560

16,680
11,218

254,121
476,237

158,571
221,659

4,987,343
535,560

5,573

60,000
42,260

374,035

1,385,143
10,602
40,400

1.526,250

66,891
1,531,212

235,644
435,152

1,540,899

21,306
2,230,922
2,083,860

342,008
305,281

10,892,520
374,035

2,193,113

1.232 61.5. 54.459. 10.810,046 65,269,8666,742,189 47,654,861
7 SR9 6R3 139_885_386 228.859 61 5 147 765 466 17.478.546 165.244.01

-6.820.118 48.190.062 1,946,722

I 経常収益
l 受取会費
2 受取寄附金
3 受取助成金等
4 事業収益
5 その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当

法定福利費
人件費計

(2)そ の他経費

貸倒引当金繰入額

減価償却費
福利厚生費

印刷製本費
会議費
交際費
旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
水道光熱費
地代家賃
賃借料
保険料

諸会費
租税公課
研修費
支払手数料
新聞図書費
外注費
支払報酬料
その他経費計

経常費用計
当期経常増減額

472,500

1,993,800

218

1,350,

1,993,

877ソフトウェア
の資産

敷金
業務委託保証金

科 目
計算書類に計上

された金額
内、役員 との取

引

内、近親者及び
支配法人 との取

引

5,220,000
780,000

5,220,000
780,000

6_000 000 6 000 000

(活動計算書 )

事業費 人件費 役員報酬

管理費 人件費 役員報酬
活動計算書計

(貸借対照表 )

貸 借 対照 表 計

70.00(



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和 3年度 財産目録
令和4年 9月 30日 現在

事業報告用

ビス ン ト

単位 :円
科 目 金   額 小   計 合   計

62,796,748

433,933

1,773,554

36,114,833

575,949

33,476,113

239,800

20,389

89,145

-208,890

135,311,574

¬)

A

1

(2)

前渡金

友銀行

売掛金に係

引当金

(3)投資その他の資産

差入保証金

事務所敷金

業務委託保証金

ソフトウェア

ホームページ

現金預金

三菱UFJ銀 行 渋谷明治通支店

PAYPAY銀行 本店営業部

PAYPAY銀行  ビジネス営業部

PAYPAY銀行 すずめ支店

未収金

業務委託費 未回収分

前払費用

火災保険料

立替金

住民税立替納付

|る 引当金

①

472,500

1,993,800

70,000

2.536.300

【A】 資 産 合 計 ①十② 137,847,874

1,168,815

5,141,195

225,054

4,366,400

3,668,800

23,148,400

38,789,061

【B-1】 負 債 の 部

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 38,789,061

99,058,813【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】

1

買掛金

未払分

経費 未払分

未払費用

社員経費未精算分等

未払法人税等

法人税等

未払消費税等

消費税

前受金

業務委託費 前受分

預り金

源泉所得税

住民税

流動負債合計 ・・・0



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 3年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人 サー ビスグラント

1 確認事項 (法第20条及び第21条 を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)氏   名

1 監 事

サカ
・
  イクマ 令和3年 10月 1日

令和4年 9月 30日

令和3年 10月 1日

令和4年 9月 30日嵯峨 生馬

2
⌒

t壁言)監事
イイタ

｀
  ヨシヨ 令和3年 10月 1日

令和4年 9月 30日

年

年

月

月

日

日飯田 芳子

3 監 事

カワフ
・
チ  エリコ 令和3年 10月 1日

令和4年 9月 30日

年  月  日

年 月 日川渕 恵理子

４

ェ

ノ
″~｀

ヽ

どジ監事
イシハラ ヒテ

｀
キ 令和3年 10月 1日

令和4年 9月 30日

年 月

月

日

日年石原 英樹

監 事理 事

ナカシ
°
マ サヨコ 令和3年 10月 1日

令和4年 9月 30日

年

年

月

月

日

日中島 祥公子

6

イケヤマ ミツヒロ 令和3年 10月 1日

令和4年 9月 30日

年  月  日

年 月 日池山 允浩

7 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年 月

月

日

日年

8 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年 月 日

9 理事 。監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

10 理事 。監事

年

年

月

月

日

日

年 月

月

日

日年

ノ
″~｀

ヽ

理事雄シ



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

令和 4年 9月 30日 現在

特定非営利活動法人  サービスグラント

氏   名

嵯峨生馬

2 飯田芳子

3 川渕恵理子

4 中島祥公子

5 石原英樹

6 池山 允浩

7 奥山俊一

8 田端規子

9 荒井裕之

10 北場彰

11 須藤恭太

12 三階堂光洋


